
幼稚園・保育所・認定こども園等の
経営実態調査のデータ分析
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【（参考）令和元年度調査における有効回答数等】
抽出率 調査対象施設数 有効回答数 有効回答率

幼稚園
（うち私立）

54.8％
（100.0％）

2,296
（ 831）

1,431
（ 439）

62.3％
（52.8％）

保育所
（うち私立）

38.2％
（40.0％）

8,488
（5,670）

4,654
（2,746）

54.8％
（48.4％）

認定こども園
（うち私立）

50.1％
（40.0％）

2,529
（1,694）

1,657
（1,034）

65.5％
（61.0％）

地域型保育事業所
（うち私立）

56.6％
（55.8％）

2,687
（2,611）

1,105
（1,054）

41.1％
（40.4％）

合計
（うち私立）

44.8％
（46.0％）

16,000
（10,806）

8,847
（5,273）

55.3％
（48.8％） 2

幼稚園・保育所・認定こども園等の経営実態調査について

〇 幼稚園・保育所・認定こども園等の経営実態調査は、子ども・子育て支援新制度における
公定価格の検討に資するよう、幼稚園・保育所・認定こども園等における経営実態や職員
給与の状況等を把握することを目的として実施されている統計調査である。

〇 幼稚園、保育所、認定こども園、地域型保育事業所を対象に実施しており、直近では、
子ども・子育て支援新制度の5年後見直しに合わせて、令和元年度に実施されている。
※幼稚園については、子ども・子育て支援新制度に移行した幼稚園のみ。私学助成を受ける幼稚園は除かれる。

〇 回答単位は施設ごととなっており、サンプル調査・任意回答となっている。令和元年度調査
における抽出率や有効回答率等は次表の通りであり、当該調査における有効回答率は
55.3％となっている。



（１）人件費以外の費用や積立金の分析

（２）人件費の職種間の配分状況

（３）収入・支出及び資産の関係
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